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平成２３年度事業報告書 

１．法人の概要 

 

 （1）建学の精神 

本学の建学の精神は、「報恩感謝・実践」です。それは「人間は、天地万物の恵み

によって生かされていることを自覚し、常に感謝の気持ちをもって、日々の生活の

なかで実践していこう」という意味です。そこには、実践を通じて人間としての向

上を目指していこうという精神が強く流れています。 

この言葉は、本学の母体である鈴峯学園の創設者である広島瓦斯電軌株式会社社

長多山恒次郎の考え方を反映したものです。鈴峯学園の初代理事長多山恒次郎は、

熱心な仏教信者で、奉仕の精神に富んだ人でした。公益事業を行うために、私財を

なげうって多山報恩会を設立され、現在でも、多くの高校生が多山報恩会から奨学

資金を交付され、学業に励んでいます。 

本学の設立の経緯をみると、「報恩感謝・実践」という建学の精神が生まれてくる

由来が、より深く理解できるのではないかと思います。広島瓦斯電軌株式会社（1942

年に広島ガス株式会社と広島電鉄株式会社に分離）は、1939（昭和 14）年、会社創

立 30 周年を迎えるにあたり、「会社の発展は地域住民のおかげであると感謝し、地

域社会になにか還元したい」という多山社長の提唱で、鈴峯学園の前身である広島

商業実践女学校の設立を決定したのです。 

1941（昭和 16）年に開校した広島商業実践女学校は、その後、広島実践高等女学

校となり、さらに鈴峯女子専門学校に発展し、これを母体に 1950（昭和 25）年に鈴

峯女子短期大学が開学しました。本学は建学の精神を継承し、地域の女子高等教育

機関として着実に発展し、女性の自立と社会参加に貢献してきました。1955（昭和

30）年より続いている学生自治会による「似島学園一日お姉さん」は、その典型的

な事例の一つであると言えます。 

 

 （２）学校法人の沿革 

昭和 15年 7月 財団法人広島瓦斯電軌学園設立認可  

昭和 16年 4月 広島商業実践女学校開校 

昭和 18年 4月 財団法人広島実践高等女学校に名称変更 

広島実践高等女学校に校名変更 

昭和 22年 4月 学制改革により鈴峯女子中学校設置 

昭和 23年 4月 学制改革により鈴峯女子高等学校設置 

昭和 25年 4月 鈴峯女子短期大学英文科設置 

昭和 26年 3月 財団法人広島実践高等女学校から学校法人鈴峯学園に改組 

    昭和 26年 4月 短期大学英文科から外国語科に名称変更、 

英語専攻設置、仏語専攻設置、家庭理科設置 

    昭和 28年 4月 短期大学栄養科設置 
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昭和 30年 4月 短期大学国語科設置 

昭和 39年 4月 短期大学教養科設置 

昭和 42年 4月 短期大学栄養科から食物栄養科に名称変更  

昭和 49年 11月 中学校定員変更（150人→50人） 

昭和 50年 4月 短期大学定員変更 家庭理科（20人→50人） 

昭和 53年 4月 短期大学定員変更 外国語科英語専攻（40人→80人）、 

                 外国語科仏語専攻（10人→20人）、 

国語科（40人→50人）、 

教養科（40人→80人） 

昭和 58年 4月 高等学校定員変更（250人→450人） 

昭和 62年 4月 短期大学定員変更（臨時定員） 

家庭理科（50人→70人）、 

国語科（50人→80人）、 

教養科（80人→120人） 

平成 3年 4月 短期大学定員変更（臨時定員） 

外国語科英語専攻（80人→150人）、 

外国語科仏語専攻（20人→30人）、 

家庭理科（70人→90人）、 

国語科（80人→100人）、 

教養科（120人→150人） 

平成 5年 4月 中学校定員変更（50人→120人） 

平成 8年 4月 短期大学定員変更（臨時定員の期間延長） 

家庭理科 20人、 

                     国語科 30人、 

教養科 40人 

平成 12年 4月 短期大学言語文化学科設置 

短期大学教養科から教養学科に名称変更、及び定員変更 

（80人→150人）、 

短期大学外国語科募集停止 

短期大学国語科募集停止、 

短期大学定員変更 家庭理科（臨時定員返還 90人→50人） 

            高等学校定員変更（450人→400人） 

平成 13年 4月 短期大学食物栄養科から食物栄養学科に名称変更、 

短期大学家庭理科募集停止 

    平成 14年 4月 短期大学専攻科栄養専攻設置 

短期大学定員変更 言語文化学科（200人→120人）、 

教養学科（150人→100人） 

平成 16年 4月 短期大学保育学科設置 

         短期大学定員変更 言語文化学科（120人→80人） 
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                 食物栄養学科（100人→120人） 

                 教養学科（100人→70人） 

平成 18年 4月 短期大学言語文化情報学科設置 

        短期大学言語文化学科募集停止 

短期大学教養学科募集停止 

短期大学定員変更 保育学科（50人→100人） 

平成 20年 4月 短期大学専攻科幼児教育専攻設置 

平成 22年 4月 短期大学専攻科幼児教育専攻募集停止 

         短期大学定員変更 保育学科（100人→80人） 

                 言語文化情報学科（100人→80人） 

 

 

 （３）設置する学校・学科等 

 

設置する学校 設置年月 学部・学科等 摘要 

鈴峯女子短期大学 昭和２５年４月 

食物栄養学科 

保育学科 

言語文化情報学科 

 

鈴峯女子高等学校 昭和２３年４月 全日制（普通科）  

鈴峯女子中学校 昭和２２年４月   

 

 

 （４）学校・学科等の学生数の状況 

                      （平成２３年５月１日現在）（単位：人） 

学校名 学科・課程名 入学定員 収容定員 現員数 摘 要 

鈴峯女子 

短期大学 

食物栄養学科 １２０ ２４０ １８１  

保育学科 ８０ １６０ １６７  

言語文化情報学科 ８０ １６０ ８３  

専攻科 栄養専攻 １０ ２０ ９  

   計 ２９０ ５８０ ４４０  

鈴峯女子 

高等学校 
全日課程 普通科 ３２０ ９６０ ７５６  

鈴峯女子 

中学校 
 ８０ ２４０ ９６  

※高等学校と中学校の入学定員欄と収容定員欄は募集定員による。 
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 （５）役員の概要 

                           （平成２４年３月３１日現在） 

                    定員数 理事５名～１２名、監事２名～３名 

理 事

監 事

の別 

職名又は 

担当職務 
氏 名 

常勤 

非常勤 

の別 

就任年月日 

（重任年月日） 
選任区分等 

理事 
理事長 

学長 
正岡 稔民 常勤 

平成19.5.29 

(平成21.11.9) 

12-1-4 

 

理事  深山 英樹 非常勤 
平成11.7.1 

(平成23.7.1) 

12-1-1 広島ガス㈱ 

代表取締役会長 

理事  越智 秀信 非常勤 
平成22.6.29 

(平成23.7.1) 

12-1-1 広島電鉄㈱ 

代表取締役社長 

理事  田村 興造 非常勤 
平成21.8.11 

(平成23.7.1) 

12-1-1 広島ガス㈱ 

代表取締役社長執行役員 

理事 校長 藤原 亨 常勤 
平成20.4.1 

 

12-1-2 

 

理事  中村 充宏 非常勤 
平成16.5.25 

(平成22.5.28) 

12-1-3 

中村内科医院院長 

監事  桂  秀昭 非常勤 
平成23.7.1 

 

13条 広島ガス㈱ 

常勤監査役 

監事  迫  孝治 非常勤 
平成20.7.1 

(平成23.7.1) 

13条 広島電鉄㈱ 

常勤監査役 

監事  夛田 功 非常勤 
平成20.6.1 

(平成23.6.1) 

13条 

夛田税理士事務所所長 

  

前会計年度の決算承認に係る理事会開催日後の退任役員 

理 事

監 事

の別 

職名又は 

担当職務 
氏 名 

常勤 

非常勤 

の別 

就任年月日 

（重任年月日） 
選任区分 

理事  大田 哲哉 非常勤 
平成7.6.29 

(平成23.7.1) 

12-1-1 広島電鉄㈱ 

代表取締役会長 

理事 専務理事 中村 義弘 常勤 
平成19.5.31 

(平成23.6.25) 

12-1-4   

 

監事  神田 正和 非常勤 
平成14.7.1 

(平成20.7.1)  

13条 広島ガス㈱ 

常勤監査役 
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（６）評議員の概要 

                           （平成２４年３月３１日現在） 

                                 定員数 ２５名 

氏 名 主な現職等 

椋田 昌夫 広島電鉄株式会社 専務取締役 

藤元 秀樹 広島電鉄株式会社 取締役 

田中 栄治 広島電鉄株式会社 取締役 

平町 隆典 広島電鉄株式会社 秘書グループマネージャー 

佐伯 正夫 広島ガス株式会社 取締役常務執行役員 

中村 治 広島ガス株式会社 取締役常務執行役員 

伊藤 博之 広島ガス株式会社 常勤監査役 

垣井 和行 広島ガス株式会社 人事部長 

大谷 恒司 鈴峯女子短期大学 庶務課長 

平野 泰典 鈴峯女子短期大学 教務主任 

佐藤 正典 鈴峯女子高等学校 教諭 

吉川 将弘 鈴峯女子高等学校 教諭 

竹中 弘子 鈴峯学園同窓会 副会長 

伴  敬子 鈴峯学園同窓会 副会長 

坂本 清子 鈴峯学園同窓会 幹事 

植田 加代子 鈴峯学園三鈴会 副会長 

下森 宏昭 鈴峯学園三鈴会 副会長 

髙木 立身 鈴峯学園三鈴会 副会長 

寺西 由美子 鈴峯学園三鈴会 会長 

中村 充宏 中村内科医院 院長 

藤原 亨 鈴峯女子高等学校・鈴峯女子中学校 校長 

大森 彰人 鈴峯女子短期大学 教授 

長谷 信夫 鈴峯女子短期大学 教授 

西村 正美 鈴峯女子高等学校 教頭 

進藤 信子 鈴峯女子中学校 教頭 

 

 （７）教職員の概要 

                        （平成２３年５月１日現在）（単位：人） 

区 分 法 人 短 大 高 校 中 学 合 計 

教員 
本務 ― ２８ ３９ ８ ７５ 

非常勤 ― ６３ ２７ ３ ９３ 

職員 
本務 ２ １８ ６ １ ２７ 

非常勤 １ ０ ９ ２ １２ 

※平均年齢は、本務教員４９.５歳・本務職員４５.８歳である。 
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２．事業の概要 

 

（１）事業の概要 

 ・鈴峯学園は、中学校、高等学校、短期大学で、女子教育を実施している。 

  建学の精神「報恩感謝・実践」に基づく鈴峯教育の充実により、生徒・学生・保護

者から信頼される学園になることをめざしている。 

 

（２）主な事業の目的・計画及びその進捗状況 

 

【鈴峯学園 法人本部】 

（１）重点方針 

・第三期構造改革計画を策定する。 

・教育情報、財務情報の公開に努める。 

・人件費の適正化に努め経営基盤の安定化を目指す。 

・施設設備の老朽化に対応する。 

・創立７０周年事業を迎える。 

（２）重点方策と実績 

・平成２４年度終了の第二期構造改革計画の検証を踏まえ、次期構造改革計画の策

定に着手することとした。 

・法令に基づく教育情報、財務情報の公開により、生徒・学生、保護者、社会の信

頼を得るように努めた。 

・退職不補充（７名減）を原則に人件費の適正化に努め、入学者増（１３名増）を

図り経営基盤の安定化を目指した。 

・広島市の特殊建築物等定期調査により改修計画を策定した。 

・在校生、保護者、多数の同窓生並びに学園関係者の出席、支援を得て、ふれあい

と成果発表の創立７０周年記念事業を開催した。 

 

【鈴峯女子短期大学】 

（１）重点方針 

・就業力育成支援事業｢ベルキャリアコラボレーションの創成｣の全学的取組を図る。 

・学科・コースごとの教育目標にそって短期大学学士力を伸長させる。 

・多様な学生の課題に教職員が連携し適切に指導支援する。 

・教育目標・財務目標の達成に向け自律的な学校運営を行う。 

・地域社会との連携や積極的な情報発信により、保護者･地域からの期待信頼を得る。 

（２）重点方策と実績 

①計画の確実な展開をめざす。 

・行動計画書、自己申告書、実施結果報告書等の目標展開の仕組みに基づき学長と

の面接を定期的に行い、計画達成に向けた意識の醸成、意見交換に努めている。 
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②教育研究センター 

１．教育方針の改定 

平成 24 年度から実施される自己点検・評価項目で、ディプロマポリシーが具体

的な学習成果（到達目標）を明示しているかいるかどうかが問われることになる

のを受け、ディプロマポリシーを具体的な学習成果（到達目標）型に変更した。

それに伴ってカリキュラムポリシ－、アドミッションポリシーも再検討し、大学

全体、学科別、コース別に 3 つのポリシーを定め、公表した。 

２．「ベルキャリアコラボレーションの創成」によるキャリアガイダンスの実現 

①「ベルキャリアコラボレーションの創成」による就業力育成支援事業（キャリ

アガイダンス）の学生への周知徹底 

  「ベルキャリアサポートブック」やパワーポイントを使用して入学後のオリエ

ンテーション、野外オリセミ、学科別説明会等で詳しく説明し、この取組の目

的と 6 つの力を身につけるために積極的に行事等に参加するように指導した。 

②ベルキャリアプログラムの実施 

ベルツールというシステムを導入し、学生が自己のカリキュラムポイント・エ

クストラポイントの獲得状況をレーダーチャートでも確認できるようにした。 

また、ベルツールを使った履修登録の説明会を教職員、学生に行い、後期から

実際に履修登録をベルツールによって行った。また、成績の提出、シラバスの

作成も紙面での提出からベルツールでの提出になり、シラバスもベルツールで

閲覧することができるようになった。 

③ポートフォリオの作成 

「学びのカルテ」等を実施し、学期初めや学期末に自分を振り返り反省と新た

な目標を立てる機会を全学的に設けた。 

④「鈴峯女子短期大学の学びに関するアンケート調査」の実施 

就業力（本学の「社会につながる力」）の評価指標の一つとして「鈴峯女子短期

大学の学びに関するアンケート調査」を実施した。6 つの力をそれぞれ細分し、

合計 42 項目の調査を実施した。 

⑤本学と関係の深い地域の企業、施設等に勤務されている方を外部委員として招

き、ベルキャリア運営委員会を開催した。 

  ≪食物栄養学科≫ 

   ・食物栄養学科の三つの教育方針に基づいた短期大学学士力の伸長を図ることを目

標に、双方向のきめ細かい支援・指導に努めた。資格取得の授業科目を多数配置

しているが、チャレンジするように勧めるとともに合格率向上を目指した。また、

学外実習の事前事後指導の強化による実践力の習得にも力を注ぎ、資格を活かし

た専門就職の実績をあげることができた。 

・本年度も地域交流活動の充実を目標に、本学主催の行事をはじめ、行政機関・各

種団体等主催のイベントに積極的に参加した。地域の方々に対して健康・栄養に

関する知識の啓蒙、会食を通じた意見交換、催し物への参加による市民との交流

等に努めた。「広島ケーキショー」への参加、「鈴かふぇ」の実施、「子どもお菓子
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くらぶ」への参加、南相馬市へのボランティア活動、「広島レモンスイーツ」レシ

ピの発表会への参加などである。こうした活動を通じ学生たちは、コミュニケー

ション力を身に付けることができるとともに、物事に前向きに取り組む姿勢がみ

られるようになった。 

   ・フランスの「ル・コンドル・ブルー料理学校」において第２３回海外料理・文化

研修を実施した。 

   ・製菓コースでは、フランスの「メゾン・ド・ショコラ」等において第１回欧州パ

ティスリー・ブーランジェ研修を実施した。 

≪専攻科栄養専攻≫ 

・学士の質保証を図るため、学士の学位取得率の向上、栄養士資格を活かした専門

就職を目標に支援・指導し、いずれも 100％を達成した。 

・行政と連携した「20 代のための食育」啓発事業に参加するとともに、各種行事へ

の参加、出前授業アシスト等、地域貢献活動に積極的に関与し高い評価を受けた。 

  ≪保育学科≫ 

・就業力育成事業の一年目として、保育学科では、入学から卒業に至る 2 年間を通

して、学生の個性に見合った学びを支援するための体制づくりに着手した。すな

わち、入学時に学生アンケートを実施して、個々の学生の個性や特性を把握しつ

つ、保育者への動機づけに努めた。また、基礎ゼミⅠ（1 年生対象）と基礎ゼミⅡ

（2 年生対象）を接続させることによって、保育者を目指す学生たちに継続的で一

貫性のある支援を提供することが可能となった。 

・多様な学生の課題に教職員が連携し、適切に指導できる体制づくりに関しては、

基礎ゼミ、実習指導、保育内容研究、卒業研究などの正課教育のみならず、出前

保育や、りんりん♪こどもフェスタすずがみねなど、正課外活動においても、チ

ューターを中心にして、教師たちはすすんで連携協力できる組織風土が醸成され

つつある。そうした公式、非公式の活動をとおして、教師たちは、学生及び教育

の現況について情報交換を行い、問題の発見とその解決に資する知見を共有しは

じめているように思われる。 

・地域社会との連携という面では、出前保育、りんりん♪こどもフェスタすずがみ

ねなど、学生によるボランテｲア活動による成果がいちじるしい。そうした活動を

通して、広島市内、とくに西区における保育へのニーズ、さらに本学への要望や

期待を実地に把捉することができた。 

    他方、そうした活動は、学生にとっても、授業で学んだ成果を実際に検証するま

たとない機会になっているようで、保育者になろうとする意欲を喚起するうえで

一役買っている。 

  ≪言語文化情報学科≫  

   ・英語コースの６名の学生が、10 月に広島市西区の草津公民館で「キッズ英語教室」

を実施して、近所の児童に英語を教えた。 

・英語コースの２年生が、「2011 年度中国新聞キャンパスリポーター賞」（優秀賞）

を受賞した。 
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・英語コースの２名の学生が本学と姉妹大学であるイギリスのカンタベリ・クライ

スト・チャーチ大学で３カ月間の海外語学留学を、観光コース、ビジネス・情報

コースの学生、計２名の学生が、同大学で２週間の語学研修を行った。 

・日本語日本文化コースの学生が「広島女学院大学文学部日本語日本文学科」に、

同コースの中国人留学生が「比治山大学現代文化学部言語文化学科」にそれぞれ

編入学した。 

・観光コースの 7 名の学生が「国内旅行業務取扱管理者」、５名が「国内旅行業務旅

程管理研修修了者」、２名が「総合旅行業務旅程管理研修修了者」、１名が「世界

遺産検定２級」の試験にそれぞれ合格した。また、１名が「旅行地理検定試験―

海外２級；「大学・短期大学部門の団体受験」（このような名称）では１位」に合

格した。 

・観光コースの９名の学生が、ホテルニューヒロデン、ひろでん中国新聞旅行、中

国トラベル等で観光業務実習を行った。 

・ビジネス・情報コース２年生が「第 94 回秘書技能検定試験準一級」に合格した。 

③学生支援センター 

・大学生が詐欺、拉致などの犯罪に巻き込まれたり、学生が違法行為に関わったり

する事件が問題化している。そこでオリエンテーションにおいて、県警ならびに

広島西署署員による講演会を実施し犯罪に巻き込まれない為の心構え・注意点に

ついて啓蒙活動を行った。 

・景気の回復は思わしくなく昨年度に引き続き、厳しい求人状況のなか、就職指導

の強化充実をめざした。チューター・就職課との連携、ガイダンスの分割開催な

ど、指導の効果の向上を目指した。３月３１日現在の就職率は８５．７％を確保

した。昨年同期と比較し１．８ポイント向上できた。また、内定者を対象とした

マナー講座の充実をはかった。 

・勉学、就職、対人関係、学生生活等の相談については、チューター、オフィスア

ワー及び保健室等で学生の相談を受けているが、平成２２年度からは学生相談室

にカウンセラー（非常勤）を配置し、心の悩みや精神的なストレス等について相

談できるように体制を強化した。 

④入試広報センター 

・尐子化、大学間の募集活動の熾烈化を踏まえ、県内外の高校訪問、各種説明会の

充実により志願者数の確保に努めた。従来から実施している教員の学校訪問・説

明会出席に加え、学長による重点高校への訪問、入試広報課長のローラー訪問の

徹底、及び男性事務職員の学校訪問等を実施し高校訪問機会の増加に努めた。ま

た、各種奨学金制度の拡充を図った。 

・完全刷新した平成２４年度版「大学案内」は好評を博し、本学のイメージアップ

に繋がった。 

・鈴峯女子高校との情報交換、出前授業、説明会等の充実により鈴峯女子短期大学

への進学者確保に努めた。 

・学園同窓生の社会人を対象にした特別な奨学金制度を設けることにより、18 歳人
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口以外をもターゲットにした。 

・参加学生の視点に立って学生によるモニタリングを行い、より「親しみやすい、

楽しい」オープンキャンパスの実施に努めた。 

・高校生のアクセスが多い携帯サイトを充実させるとともに、ホームページのトッ

プに頻繁に最新情報を掲載することに努めた。 

・短大の広報誌「すずらん」の紙面構成を見直し、全ページカラー印刷とし、また

写真を多用して若者を意識した紙面づくりに努力した。 

⑤生涯学習センター 

・地域貢献活動の一環としてオープンカレッジを発足して１２年が経った。パンフ

レットの表紙に講座の活動風景写真を掲載し、また講師の開拓などをして開講講

座数と受講者数の増加に努めた（前期は４８講座、受講者数３８２名、後期は５

１講座、受講者数４１５名）。 

・鈴峯地域連携公開講座（草津公民館と共催）が７月から９月にかけて開講された。

２名の教員が食物栄養講座２回と古典文学講座３回の講演を行った。 

・学生による地域交流ボランティア活動として、言語文化情報学科による「キッズ

英語講座」（草津公民館と共催）、食物栄養学科による「子どもお菓子くらぶ」（井

口公民館と共催）、保育学科による地域福祉センターや公立保育園における出前授

業が積極的に実施された。こうした活動を通して学生たちはコミュニケーション

力を身につけることができ、また本学も行政機関の信頼を得て地域との連携を深

めた。 

・キャンパスリポーターの峠晴奈（言語文化情報学科、英語コース）が１年半の間

に１２本の記事を書き、その執筆回数や内容が高く評価され、「２０１１年度中国

新聞キャンパスリポーター優秀賞」を受賞した。 

・インターンシップ学習に食物栄養学科の学生が１０名、言語文化情報学科の学生

が１名参加し、就業力育成に努めた。 

⑥メディアセンター 

・昨年度に引き続き、図書館利用促進策の一環として本年度初めて学生によるブッ

クハンティングを実施し 10 名の学生が参加した。 

・情報演習室 1 室のプリンタ（カラーレーザー1 台、モノクロ 6 台）の更新を行い学

生サービスの改善をはかった。 

   ⑦ＦＤ委員会 

   ・学生による個別授業評価（アンケート）を 2010 年度は独自に作成した処理システ

ムで実施したが，質問用紙・回答用紙の印刷・仕分けや自由記述部分の手分け入

力などで委員会メンバーには多大の負担となる他，最終処理・結果印刷は１名で

実施する必要があることに加えて，処理段階で OCR の読み込みエラーが多く，最

終処理担当者の負担は膨大なものになった。そこで，2011 年度は，初めて業者委

託で実施した。その結果，業務は格段に軽減され，個々の授業解析結果について

は問題なかったが，区分別での解析結果の点では，より安くとのことでパック業

務で依頼したため，独自解析ほどの細かな区分解析はなされなかった。2012 年度
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は，2011 年度と同じ形式で依頼するが，この解析で妥協できるかを検討し，妥協

できないのであれば，オプション業務でも数年前に比べると 1/3 以下であることも

踏まえて予算上乗せが可能かの検討を行う必要がある。 

・2010 年度の前期に実施した授業公開・参観を後期に変更して実施した。その結果，

公開授業提供者数・授業数が尐ないことに加え，尐ない公開授業数の影響もあっ

て，参観したくても担当授業が重なっているためか，参加者も尐ないという問題

があった。そこで，2012 年度は，授業の公開は，非常勤も含めて，原則全授業と

して実施することとした。 

・2010 年度の個別授業評価（独自解析システムによる）の結果を用いて，本学学生

のコース別・授業種別（基礎教養科目・専門教育科目別）での満足度に影響を及

ぼす要因解析結果を報告・確認する勉強会を全教職員を対象として開催した。ま

た，現在の学生の全体的な状況や，施設・設備面での現場としての意見・要望，

学生支援（とくに，身体障害者や学習困難者に対する支援）についての意見・情

報交換を行った。 

 

【鈴峯女子高等学校・鈴峯女子中学校】 

（１）重点方針 

・目標管理を原理とした組織マネジメントにより自律的経営体制を推進する。 

・教科ごとに経営計画を定め、きめ細かく分かりやすい教科指導を推進し、生徒の

学力を伸長させる。 

・生徒の夢や目標を実現させるため、進路指導等について適切な指導・支援に努め

る。 

・社会人としての自立に必要な資質・能力を身に付けさせるための指導・支援に努

める。 

・積極的な情報発信により、保護者・地域から期待される学校づくりに努める。 

（２）重点方策と実績 

①学校経営計画の実施 （鈴峯女子中学校・鈴峯女子高等学校） 

事業計画および学校経営計画に基づいた学校運営が定着してきた。今後はさら

に綿密な進行管理に努め、自律的な学校経営体制の充実を図る。 

②教育相談体制の整備 （鈴峯女子中学校・鈴峯女子高等学校） 

平成２３年度は転退学者が２２名となり前年比１３名増となった。内訳は、高

校の長期休学者３名の退学を含め、高校１８名・中学４名の転退学者を出した。 

課題を持つ生徒の指導については、スクールカウンセラーを配置し、生徒が安心

して学校生活に打ち込める環境整備を図っている。不登校生徒対策に限らず、さま

ざまな問題を抱え、その解決の糸口を見つけるのにカウンセラーの存在は大きい。

中学校においては、1 学期に適性検査結果をもとにカウンセラーが全員の個別面談

を実施した。カウンセラーと担任との連携も深まり、きめ細かい指導につながった。

平成２３年度高校入学生においては、１４名が出身中学校においてかなり長期の不

登校、「ふれあい学級」登校等の精神的な問題を抱えている生徒であった。その内
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９名がカウンセラー、養護教諭、担任、学年主任等の努力にもかかわらず転学せざ

るを得なかったが、カウンセラーの存在なしには残り４名、過年度入学生１名の進

級もありえなかった。また高校２年生においては、長期休学者２名の退学、進路変

更による者６名、経済的理由による者１名の転退学であったが、カウンセラーの果

たす役割は大きかった。平成２４年度入学生の小・中学校出身校の申し送り事項等

の状況を考えると、より充実した教育相談体制の構築が今後も必要である。 

③放課後補習の充実  （鈴峯女子中学校・鈴峯女子高等学校） 

高校においては「サテライト講座」による放課後およびセンター試験学習を実

施した。国公立の合格者は７名と前年を上回り、進路実績にその効果が現われた。 

この講座は高Ⅰに対しては基礎学力の定着、高Ⅱ、高Ⅲに対しては大学受験を

意識させるため、英語、数学、国語をレベル別に設置し、塾へ行かなくても良い

教育環境の創造を目指している。教育効果としては、進路実績を上げるのみなら

ず、個々の学力向上に役立っている。 

  また中学校においては、中学２・３年生を対象に「アドバンス講座」を開講し

た。特進コース希望者を中心に受験学力向上に力を入れ、中学３年生 31 名のうち

6 名が本校の特進コースに進学した。 

④集団指導の充実  （鈴峯女子中学校・鈴峯女子高等学校） 

集団宿泊を通じ、規律ある生活、教職員と生徒相互の人間関係作り、学習方法

の修得を目的として行っている。 

中学生１・２・３年は平成２３年４月１２日～１３日まで広島市三滝尐年自然

の家において、１泊２日の研修をおこなった。さらに、中学生１・２年は平成２

３年１０月１１日～１３日まで江田島青尐年交流の家において、２泊３日の研修

をおこなった。学習の合間を縫って、カッター訓練や登山等体力強化にも取り組

み、メリハリのある宿泊研修になった。 

高校 1 年は平成２３年４月１２日～１４日まで広島市野外活動センターにおい

て、２泊３日の研修をおこなった。集団規律の涵養と学習習慣の確立のための合

宿であったが、生徒間相互の友愛精神を育むこともでき、今後の高校生活の基礎

づくりができた。 

⑤外国語教育の充実  （鈴峯女子中学校・鈴峯女子高等学校） 

社会の国際化とともに英語力、とりわけ会話の必要性が高まっている。外国人

教員２名を配置し、本格的な英会話力が生徒に身につくことを目的としている。

外国人講師の会話に接し、日本人教師では得難い発音や表現等が身につき、会話

力の向上がみられる。弁論大会、英語検定にその成果が現れている。 

因みに、平成２３年６月実施の試験において英検２級合格者１名、準２級７名。

１０月実施の試験においては英検２級合格者１名、準２級４名であり、結果を出

している。 

⑥国際理解教育の推進  （鈴峯女子高等学校） 

海外研修をこれに位置付け、平成１６年度から継続している国際理解教育活動

である。平成２３年度も特進コース高校１年生１６名がバングラデシュとイギリ
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スを訪問した。異文化に触れ、国際理解を深めることを目標としている。卒業後

の海外への適応力を高めることに役立っている。研修は円滑に行われており、未

だかつて無事故である。ホームステイを通じて風習や心の交流を学び、英語力の

向上、人間的な成長がうかがえる。 

今年度は新たにフランスを研修先として、７日間の海外研修生を募集し、高校

１・２年生１３名が参加した。 

⑦環境教育の推進  （鈴峯女子中学校・鈴峯女子高等学校） 

地球的規模で環境問題を考え、自然を守る生活倫理を確立することは、持続可

能な社会をつくるための全人類共通の課題である。このことから地球環境の保全

に貢献することのできる実践力のある生徒を育成することを目的として、本校は

環境教育を総合的な学習のなかに取り入れた。 

また、毎日掃除の時間にはゴミの分別収集を実施し、資源ゴミはリサイクル場

に搬出する体制を確立している。ゴミの分別により資源を大切にする気持ちを育

て実践することを目的として、平成８年度から継続している事業である。ダイオ

キシン問題や地球温暖化対策に対して敏感になり、生徒の環境問題に対する問題

意識は高い。 

今年度は高校１年生の生徒が園芸の授業の一環でグリーンカーテンを制作した。

オーシャンブルーを基調としたこのグリーンカーテンは、「平成２３年度緑のカー

テンコンクール」団体の部で最優秀賞を受賞した。中学においては、2 年生が綿の

栽培をし、尾道の研究所と交流した。 

⑧ＩＴ環境の整備  （鈴峯女子高等学校） 

本校は情報処理教育にも力を入れている。教育効果としては、インターネット

を活用し、主体的に情報を受信、加工、発信できる技術の修得をさせる。また、

スキルアップを目指す生徒を対象に、機器を活用し情報処理検定（表計算、デー

タベース、文書デザイン、ホームページ、スピード日本語、スピード英語）を受

験させ、上級の合格者を目指し指導している。各種資格取得を目指すだけではな

く、一般的な企業入社時に最低限必要とされるＩＴ活用スキルを有する生徒の育

成を図っている。 

⑨特別な支援を要する生徒の受け入れのための環境整備  (鈴峯女子高等学校) 

車椅子を利用して行動するのに支障がないように、平成２２年度に引き続き校

内各所のバリアフリー化をおこなった。その他、聴覚障害、肺高血圧症等特別な

支援を要する生徒に対し教職員一丸となり対応した。 

⑩部活動の充実  （鈴峯女子中学校・鈴峯女子高等学校） 

     学校の評価は、授業のみならず部活動でも示される。本校では部活動において

も生徒の個性の伸張に重点を置き、その実績に応じて進路実現に努めている。そ

のために部活動専門の外部指導員を配置し、高度な技術面の指導に加え、日常的

にメンタルヘルスもサポートしている。この支援体制の効果により、部活動は活

性化し成績も向上した。学力重視の受験社会において部活動の実績により、筑波

大学、京都教育大学、島根大学等をはじめＡＯ・推薦入試で多数の大学進学者を



－14－ 

輩出した。 

部門 クラブ名 大会名 

中学 

ゴルフ 全国中学ゴルフ選手権大会 

ソフトテニス 全国中学ソフトテニス選手権大会 

器械体操 全国中学校体操競技選手権大会 

高校 

新体操 全国高校総合体育大会 

器械体操 全国高校総合体育大会 

ソフトテニス 全国高校総合体育大会 

書道 全国高校書道展 

吹奏楽 国民文化祭 

   ⑪同窓会との連携      （鈴峯女子中学校・鈴峯女子高等学校） 

     毎年同窓会から教育活動費の助成を受け、講演等の講師料に使用している。平

成２３年度は学園創立７０周年に当り、記念事業として奨学金の充実を図ること

になった。これにより平成２４年度から受給者が倍増する。 

また中学のキャリア教育の一環として、同窓会の OG を講師として招聘し交流

会を開催した。毎年生徒に鈴峯学園の伝統と誇りを語り継いでもらっている。 

   ⑫広報活動の充実（鈴峯女子中学校） 

     保護者・地域からの信頼を得るとともに生徒募集活動の一環として「エンジョ

イすずがみね」１６講座実施している。 

平成２３年度は、廿日市市教育委員会、廿日市市生涯学習推進本部、広島市教

育委員会、広島県教育委員会の後援を得ることができた。この結果、広報活動が

スムーズに行えるようになり、適切な広報活動の推進と生徒募集活動に貢献して

いる。 

その他、オープンスクールを年間３回実施するとともに「学校通信」を年間４

回発行し、広報活動に努めている。 

 

（３）施設等の状況 

 ① 現有施設の所在地等の説明 

主な施設設備の状況は次のとおりである。 

所在地 施設等 面積等 帳簿価格 摘要 

広島県広島市 校地 53,874㎡ 2,915,263千円 中・高と短大が

使用している。  校舎等（３３棟） 30,477㎡ 1,496,241千円 

 第一寮敷地 1,249㎡ 13,274千円 中・高校 

 第二寮敷地 854㎡ 4,928千円 短大 

 第一寮（１棟） 2,230㎡ 89,300千円 中・高校 

 第二寮（１棟） 1,516㎡ 105,679千円 短大 

広島県大竹市 校地 6,162㎡ 150,943千円  
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 ② 主な施設設備の取得又は処分計画及びその進捗状況 

施設関係 

 土地の除却 

                  １，４５４千円 

  建物の取得 

     [短大]    ２，７２３千円 

      [中・高]   ５，５６５千円 

    構築物の除却 

      [中・高]   １，５８０千円 

   設備関係 

    備品の購入 

     [短大]        ６，６９７千円 

         （大学生の就業力育成支援事業 ２１０千円を含む。） 

      [中・高]   ６，１１１千円 

    備品の受贈 

     [短大]                             ５１９千円 

      [中・高]     １８５千円 

    備品の除却 

     [短大]      ９８０千円 

      [中・高]   ２，５７２千円 

    図書の購入 

     [短大]    ２，２６０千円（１，０６２冊） 

      [中・高]   ２，０２１千円（１，３５２冊） 

    図書の受贈 

     [短大]       ３８千円（２５冊） 

      [中・高]      ３５千円（２０冊） 

    図書の除籍 

      [中・高]   １，５６８千円（９３２冊） 

 

（４）その他 

特に記載すべき事項はありません。 
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３．財務の概要（決算の概要及び経年比較） 

 

（１）貸借対照表 

［資産の部］ 

①  有形固定資産は、６，７９１万円の減尐でした。これは、２，６１５万円の取得、

８１５万円の当期除却と９，０５４万円の当期減価償却によります。 

②  その他の固定資産は、５，４２１万円の増加でした。これは、退職給与引当特定

資産の増加が主たる要因です。 

③  流動資産は、１，１２９万円の増加でした。これは、現金預金が１，７９０万円

増加し、未収入金が６８５万円増加したのが主たる要因です。 

［負債の部］ 

①  固定負債は、４，９８２万円の減尐でした。これは、長期借入金の２，０００万

円減尐と退職給与引当金の２，９１２万円減尐が主たる要因です。 

②  流動負債は、９５４万円の減尐でした。これは、前受金の１，０２７万円減尐と

未払金・預り金の７２万円増加によります。 

                                 （単位：千円） 

資産の部 

科  目 １９年度末 ２０年度末 ２１年度末 ２２年度末 本年度末 

固定資産 6,398,362 6,263,520 6,152,886 6,112,199 6,098,495 

 有形固定資産 5,880,376 5,771,632 5,659,014 5,574,548 5,506,629 

 その他の固定資産 517,986 491,888 493,872 537,651 591,866 

流動資産 300,810 340,708 408,572 450,262 461,554 

合計 6,699,172 6,604,228 6,561,459 6,562,460 6,560,049 

負債・基本金及び消費収支差額の部 

科  目 １９年度末 ２０年度末 ２１年度末 ２２年度末 本年度末 

負債(a) 1,015,865 990,497 972,302 937,172 877,802 

 固定負債 709,365 680,978 663,170 633,609 583,784 

 流動負債 306,500 309,518 309,132 303,563 294,018 

基本金(b) 9,222,858 9,241,484 9,253,403 9,288,216 9,328,727 

消費収支差額(c) △3,539,551 △3,627,753 △3,664,246 △3,662,928 △3,646,480 

合計(a)+(b)+(c) 6,699,172 6,604,228 6,561,459 6,562,460 6,560,049 

減価償却の累計額の合計額 3,151,616 3,276,951 3,396,620 3,501,913 3,587,841 

基本金未組入額 55,655 53,655 48,701 34,999 14,655 

基本金取崩額 12,437 622 5,472  0 3,417 

※端数処理によっているため、合計において一致しない場合がある。 
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（２）資金収支の状況 

  平成２３年度決算規模は、２１億３，６０９万円となりました。 

なお、主要な科目の説明は次のとおりです。 

［収入の部］ 

① 学生生徒等納付金収入は予算比１，７２１万円増の８億５,４８１万円となりました。 

授業料、入学金、実験実習料、施設設備資金、教育充実費などが主な収入です。 

② 手数料収入は予算比１８９万円減の１,６９４万円となりました。 

入学検定料が主な収入です。 

③ 寄付金収入は予算比４１万円減の２，２１０万円となりました。 

特別寄付金が主な収入です。 

④ 補助金収入は予算比５５８万円増の４億３,６１４万円となりました。 

⑤ 資産運用収入は予算比３１４万円増の９７９万円となりました。 

受取利息・配当金や施設設備利用料が主な収入となります。 

⑥ 近隣の土地造成により土地の売却があり、資産売却収入が８０万円となりました。 

⑦ 事業収入は予算比１３２万円減の６，６１８万円となりました。 

補助活動収入が主な収入です。 

⑧ 雑収入は予算比１，９００万円増の８，９２７万円となりました。 

私立大学退職金財団交付金、その他の雑収入です。 

⑨ 前受金収入は予算比１，０３１万円減の２億２,８４３万円となりました。 

授業料前受金、入学金前受金が主な収入です。 

［支出の部］ 

① 人件費支出は予算比１,６９０万円増の９億９,５１６万円となりました。 

教員人件費、職員人件費、役員報酬、退職金などの支出です。 

② 教育研究経費支出は予算比６５６万円減の２億３,８３３万円となりました。 

教育研究活動に要する経費で、消耗品費、教材費、光熱水費、旅費交通費、奨学費、 

印刷費、報酬手数料、業務委託費などが主な支出です。 

③ 管理経費支出は予算比７３８万円増の１億４,１４６万円となりました。 

教育研究活動以外の活動に要する経費で、学生募集、庶務、教職員の福利厚生、教育研究

活動以外に使用する施設などに必要な経費です。 

④ 施設関係支出は予算比２６万円減の８２８万円となりました。 

講堂の改修と事務室の改修によるによる支出です。 

⑤ 設備関係支出は予算比１，２８３万円減の１，７０９万円となりました。 

機器備品、図書などの購入をしました。 

⑥ 資産運用支出は予算比２，４６５万円増の２億８，２０７万円となりました。 

 退職給与引当特定預金繰入支出が主な支出です。 
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                        （単位：千円） 

科   目 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 本年度 

収

入

の

部 

学生生徒等納付金収入 943,433 882,417 873,050 849,029 854,817 

手数料収入 19,781 19,673 19,298 18,396 16,944 

寄付金収入 15,435 18,987 16,927 19,016 22,109 

補助金収入 490,390 481,873 444,852 447,520 436,149 

資産運用収入 7,626 6,789 8,780 7,339 9,794 

資産売却収入 294 30,268 0 0 800 

事業収入 61,476 67,106 67,742 70,682 66,189 

雑収入 145,569 128,458 96,135 31,665 89,276 

借入金等収入 61,000 0 0 0 0 

前受金収入 252,645 256,430 247,437 238,714 228,440 

その他の収入 77,615 115,428 222,859 15,750 262,242 

資金収入調整勘定 △328,721 △271,462 △270,111 △281,808 △266,226 

前年度繰越支払資金 267,345 239,726 321,236 394,555 415,566 

合計 2,013,888 1,975,694 2,048,205 1,810,859 2,136,100 

支

出

の

部 

人件費支出 1,333,490 1,204,003 1,074,499 948,178 995,163 

教育研究経費支出 224,815 228,097 223,628 221,912 238,336 

管理経費支出 131,678 132,586 129,215 135,711 141,465 

借入金等返済支出 0 2,000 6,000 13,000 20,000 

施設関係支出 21,499 8,456 0 5,064 8,289 

設備関係支出 44,412 13,746 18,195 21,048 17,091 

資産運用支出 24,725 60,757 202,931 45,830 282,080 

その他の支出 26,305 36,337 31,524 32,361 28,736 

資金支出調整勘定 △32,763 △31,524 △32,341 △27,811 △28,531 

次年度繰越支払資金 239,726 321,236 394,555 415,566 433,471 

合計 2,013,888 1,975,694 2,048,205 1,810,859 2,136,100 

※端数処理によっているため、合計において一致しない場合がある。 
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（３）消費収支の状況 

  平成２３年度消費収支差額は、１，３０３万円の収入超過で、翌年度繰越消費支出超

過額が３６億４，６４７万円となりました。 

  なお、主な科目について前年度と比較した増減理由等を説明します。 

［消費収入の部］  

  ①  学生生徒納付金については、平成２２年５月１日の学生生徒数１，２８９人に対

し、平成２３年５月１日の学生生徒数１，２９２人と３人の増加となり、５７８万

円の増加でした。 

  ② 手数料については、入学検定料の減尐が影響して１４５万円の減尐でした。 

  ③ 寄付金については、特別寄付金の増加等により３５７万円の増加でした。 

  ④ 補助金については、採択補助等の減により１，１３７万円の減尐でした。 

  ⑤ 資産運用収入については、施設設備利用料金の増収により２４５万円の増加でし

た。 

  ⑥ 事業収入については、寮生の減尐等により４４９万円の減尐でした。 

  ⑦ 雑収入については、決算額の約８２％にあたる８，１９６万円が退職金財団交付

金です。 

  ⑧ 基本金組入額につきましては、施設設備計画に計上していた設備が経費計上され

たことにより、予算比１，３７９万円の減尐となりました。 

［消費支出の部］ 

① 人件費については、平成２３年度は平成２２年５月１日の教職員数１０９人に対し、

平成２３年５月１日の教職員数１０２人と７人の減員でしたが、平成２２年度退職

金支給者数５人に対し、平成２３年度退職金支給者１０人と５人の増員が影響し、

３，６９８万円の増加になりました。 

② 教育研究経費については、４９万円の減尐になりました。 

③ 管理経費については、消耗品費及び広報費の増加により、４４１万円の増加になり

ました。 

④ 資産処分差額については、土地の売却と構築物の除却が主な支出で前年比６４万円

の増加になりました。 
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                        （単位：千円） 

科   目 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 本年度 

消

費

収

入

の

部 

帰

属

収

入 

学生生徒等納付金 943,433 882,417 873,050 849,029 854,817 

手数料 19,781 19,673 19,298 18,396 16,944 

寄付金 16,341 25,441 17,569 19,330 22,909 

補助金 490,390 481,873 444,852 447,520 436,149 

資産運用収入 7,626 6,789 8,780 7,339 9,794 

資産売却差額 0 0 0 0 0 

事業収入 61,476 67,106 67,742 70,681 66,189 

雑収入 145,569 128,458 96,135 31,665 99,538 

  合  計    (a) 1,684,615 1,611,758 1,527,426 1,443,962 1,506,340 

基本金組入額   (b) 6,427 19,249 17,390 34,814 43,927 

 (第１号基本金組入額) 5,427 19,199 17,390 34,514 41,766 

(第２号基本金組入額) 0 0 0 0 0 

(第３号基本金組入額) 1,000 50 0 300 2,161 

(第４号基本金組入額) 0 0 0 0 0 

消費収入（a-b）   (c) 1,678,187 1,592,510 1,510,036 1,409,148 1,462,413 

消

費

支

出

の

部 

人件費 1,324,684 1,181,616 1,067,527 939,319 976,301 

教育研究経費 336,259 340,246 333,446 313,887 313,397 

うち、減価償却費 111,423 112,128 109,737  91,937 75,041 

管理経費支出 152,093 152,497 147,666 152,537 156,954 

うち、減価償却費 20,372 19,986 18,361 16,845 15,514 

資産処分差額 2,154 5,280 3,362 2,087 2,729 

徴収不能額 0 1,695 0 0 0 

消費支出合計    (d) 1,815,190 1,681,334 1,552,001 1,407,831 1,449,381 

当年度消費収入超過額(c-d) - - - 1,318 13,032 

当年度消費支出超過額(c-d) 137,002 88,824 41,965 - - 

前年度繰越消費支出超過額 3,414,986 3,539,551 3,627,753 3,664,246 3,662,928 

基本金取崩額 12,437 622 5,472     0 3,417     

翌年度繰越消費支出超過額 3,539,551 3,627,753 3,664,246 3,662,928 3,646,480 

※端数処理によっているため、合計において一致しない場合がある。 
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（４）主な財務比率 

 

                        （単位：％） 

比率名  算式  １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 本年度 

帰属収支差額比率 
 帰属収入－消費支出  

-7.8 -4.3 -1.6 
2.5 

(0.0) 
3.8 

 帰属収入  

消費収支比率 
 消費支出  

108.2 105.6 102.8 
99.9 

(111.7) 
99.1 

 消費収入  

学生生徒納付金 

比率 

 学生生徒納付金  
56.0 54.7 57.2 

58.8 

(62.8) 
56.7 

 帰属収入  

人件費比率 
 人件費  

78.6 73.3 69.9 
65.1 

(60.8) 
64.8 

 帰属収入  

教育研究経費比率 
 教育研究経費  

20.0 21.1 21.8 
21.7 

(25.7) 
20.8 

 帰属収入  

管理経費比率 
 管理経費  

9.0 9.5 9.7 
10.6 

(10.1) 
10.4 

 帰属収入  

流動比率 
 流動資産  

98.1 110.1 131.2 
148.3 

(266.3) 
157.0 

 流動負債  

負債比率 
 総負債  

17.9 17.6 17.4 
16.7 

(13.4) 
15.4 

 自己資金※１  

自己資金構成比率 
 自己資金  

84.8 85.0 85.2 
85.7 

(88.2) 
86.6 

 総資金※２  

基本金比率 
 基本金  

99.4 99.4 99.5 
99.6 

(97.3) 
99.8 

 基本金要組入額  

※１ 自己資金＝基本金＋消費収支差額 

※２ 総資金＝負債＋基本金＋消費収支差額 

※３ ( )内は日本私立学校振興・共済事業団短期大学法人財務比率表による。 
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（５）収益事業の状況 

  平成１９年度から不動産賃貸業を行っており、その状況は次のとおりである。 

貸借対照表 

                      （単位：千円） 

 １９年度末 ２０年度末 ２１年度末 ２２年度末 本年度末 

流動資産 501 690 883 701 1,716 

固定資産 0 0 0 0 0 

資産合計 501 690 883 701 1,716 

流動負債 200 300 686 844 876 

固定負債 0 0 0 0 0 

負債合計 200 300 686 844 876 

純資産合計 301 390 197 △ 143 840 

負債・純資産合計 501 690 883 701 1,716 

※端数処理によっているため、合計において一致しない場合がある。 

 

損益計算書 

                      （単位：千円） 

 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 本年度 

売上高 1,900 3,300 4,500 4,800 4,800 

売上原価 0 0 0 0 0 

販売管理費 1,011 812 908 819 741 

営業外損益 2 1 1 0 0 

特別損益 △890 △2,400 △3,500 △3,800 △3,300 

法人税等 0 0 286 522 476 

当期純損益 1 89 △193 △341 283 

※端数処理によっているため、合計において一致しない場合がある。 
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（６）財産目録 

 

財 産 目 録 

 

Ⅰ資産総額    ６，５６０，７６４，６０９ 円 

 内 基本財産    ５，５０８，２７９，６５４ 円 

   運用財産    １，０５０，７６９，３４４ 円 

   収益事業用財産       １，７１５，６１１ 円 

Ⅱ負債総額      ８７８，２０１，８３５ 円 

                  （収益事業分４００，０００円を含む。） 

Ⅲ正味財産    ５，６８２，５６２，７７４ 円 

    

区  分  金  額 

 

資産額 

  

 

１ 基本財産 

    土地 

    建物 

    図書 

    教具・校具・備品 

    その他 

 

 

６２，１３８．８０㎡ 

３４，２２２．２８㎡ 

１６２，００６冊 

 

 

３，０８４，４０８，４８８円 

１，６３７，８５７，３６０円 

４８５，５７４，４１５円 

１８２，４０６，２５４円 

１１８，０３３，１３７円 

 

２ 運用財産 

    現金預金 

    その他 

  

４３３，４７０，６３６円 

６１７，２９８，７０８円 

 

３ 収益事業用財産  １，７１５，６１１円 

 

資産総額 

 

 ６，５６０，７６４，６０９円 

負債額   

   

１ 固定負債 

    退職給与引当金 

    その他 

  

５８３，０２３，５７９円 

７６０，３０５円 

 

２ 流動負債 

    短期借入金 

    その他 

  

２０，０００，０００円 

２７４，０１７，９５１円 

 

負債総額 
（収益事業分 400,000円を含む） 

 

 ８７８，２０１，８３５円 

正味財産 

（資産総額－負債総額） 

 ５，６８２，５６２，７７４円 

 


